
年 7 月 日
年 月 日

対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等

A

B

C

意図（この施策によって対象をどう変えるのか）

１８年度（実績）

202,983

１８年度（実績）

30.3

54.9

39.0

62.0

40.0

37.6

61.0

58.6

施策№

2

14

第2章

施　策　名

男性も女性も、お互いにその人権を尊重しつつ、責任も分かち合い、性別にかかわりなくその個性と能力を
発揮できる社会となっている。

　　　　目指目指目指目指すすすす成果成果成果成果（平成２６年の状態）

１１１１．．．．施策施策施策施策のののの対象対象対象対象とととと対象指標対象指標対象指標対象指標

1９年度（実績）

Ａ：女性の審議会等への参画率を国は平成２２年度までに３３．３％、県は平成２２年度までに４０％以上
としていた。総合計画では、平成２２年度を県の目標値である４０％に設定し、平成２６年度には男女共
同参画推進会議で定めた４２％を目標としている。（中間見直しにより、平成２６年度の目標は変更しな
いが、平成２２年度の実績が３７．６％であったことから、平成２３年度の目標を３９％に変更している。）

Ｂ：「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方に“反対する人の割合”は、当初目標設定時に県
（２００４年調査）が６６％となっていたため、少なくとも県平均の水準まで引き上げることを目指し、平成２
６年度までに６５％とすることを目標とする。

成果指標設定の
考え方（成果指標

設定の理由）

目標設定の考え方
（平成２６年度）

成果指標の測定
企画（実際にどの
ように実績値を把

握するか）

Ａ：佐賀市が実施する「女性の参画状況調査（毎年）」の結果により把握

Ｂ：佐賀市が実施する「市民意向調査（毎年）」の結果により把握

Ａ：政策、方針決定等の場である審議会、委員会等における女性の参画率向上を図ることが、男女共同
参画社会の実現のための重要な指標である。

Ｂ：固定的な性別役割分担意識が男女の主体的で自由な活動の選択を阻む要因となっている。その要
因を解消することが、男女共同参画意識の浸透度を図る指標となる。

百崎芳子

関　係　課　名 こども課

施策統括課

課　長　名
（施策統括責任者）

分野総合
計画
体系

男女共同参画課地域で安心して生活できる社会の実現

男女共同参画社会の実現

平成平成平成平成 年度年度年度年度

作成日

更新日

23232323

2523

２６年度（目標）

市民

236,057佐賀市の人口 236,711

２０年度（実績） ２１年度（実績） ２２年度（実績） ２３年度（目標）

232,196235,317

単位

人 235,692 236,357

２０年度（実績）

65.0

42.0

対象指標

成果指標 単位 1９年度（実績）

２２２２．．．．施策施策施策施策のののの意図意図意図意図とととと成果指標成果指標成果指標成果指標

２１年度（実績）
２２年度（目標）
　　　　　（実績）

２３年度（目標） ２６年度（目標）

60.758.8

32.129.9

％ 56.2

A
女性の審議会等への参画

率
31.0％

B
「夫は外で働き、妻は家庭を守る
べき」という考えに反対する人の

割合

C

男女の固定的役割分担意識に基づく制度や慣行が見直され、政策方針決定の場をはじめ社会のあらゆる分野において男女を問わず参
画し、性別に関わりなく個人の個性と能力を十分に発揮する。

E

D



（１）時系列比較（総合計画の基準値と現状の比較） （２）近隣との比較 （３）市（役所）の裁量余地の大小

（比較対象自治体名： 久留米市 佐世保市 ）

成果がかなり向上した。 近隣と比べてかなり高い水準である。 裁量はかなり大きい。

成果がどちらかといえば向上した。 近隣と比べてどちらかと言えば高い水準である。 裁量はどちらかといえば大きい。

成果はほとんど変わらない。（横ばい状態） 近隣と比べてほぼ同水準である。 裁量はどちらかといえば小さい。

成果がどちらかと言えば低下した。 近隣と比べてどちらかと言えば低い水準である。 裁量はかなり小さい。

成果がかなり低下した。 近隣と比べてかなり低い水準である。 裁量余地なし。

５５５５．．．．施策施策施策施策のののの前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果のののの振返振返振返振返りりりり

４４４４．．．．施策施策施策施策のののの成果水準成果水準成果水準成果水準とそのとそのとそのとその背景背景背景背景（（（（近隣他市近隣他市近隣他市近隣他市やややや以前以前以前以前とのとのとのとの比較比較比較比較、、、、特徴特徴特徴特徴、、、、そのそのそのその要因要因要因要因とととと考考考考えられることえられることえられることえられること。）。）。）。）

久留米市との比較：指標Ａは２．２ポイン
ト高く(H２２年３５．４％）、指標Bは１２．１
ポイント高い(H２１年４６．５％）。
佐世保市との比較：指標Aは８．９ポイン
ト高く（H２２年２８．７％）、指標Bは１６．５
ポイント高い（H２２年４２．１％）。
指標A.Bとも人口規模類似近隣市より高
い水準となっており、啓発の効果及び女
性委員の参画促進計画の取組の成果と
考えられる。

男女共同参画社会基本法はあるが、政
策については自治体の方針により展開し
ている。指標Ａは市の取組が成果に反映
され、指標Ｂは市の関与（市民や事業所
等への啓発など）により成果向上が見込
まれる。

＊上記の背景と考えられること。 ＊上記の背景と考えられること。＊上記の背景と考えられること。

固定的な性別役割分担意識は、これまで
の啓発の浸透により５８．６％の人が否
定的意見を持っているが、高齢者層にお
いては役割分担意識が根強く残ってい
る。また、就労年齢層である３０歳、４０歳
代で否定的意見が減少していることか
ら、就労環境等の変化が影響しているも
のと考えられる。女性の審議会等への参
画率は、登用計画やヒアリング実施等の
取組により上昇している。

○市民は、男女の人権を確立し、固定的性別役割分担意識にとらわれず、さまざまな価値観を尊重する。また、男女がともに子育てや介護、家事
を支え合う。
○地域は男女が多様な活動に参加できるように、慣習やしきたりを見直す。
○事業所においては、女性の採用や上位職の登用を積極的に行うとともに、女性の能力開発や育成に努める。また、仕事と家庭生活等との両立
支援や働きやすい職場づくりに取り組む。

イ）行政の役割（市がやるべきこと、都道府県がやるべきこと、国がやるべきこと）

○男女共同参画に関する実態把握・調査。
○審議会等への女性の参画率の向上に努める。
○研修や職域拡大等による業務を通じて、女性職員の意識高揚を図るとともに、人材登用に努める。
○「佐賀市男女共同参画を推進する条例」の推進及びあらゆる世代への意識啓発。
○ドメスティックバイオレンス防止の啓発や相談等による支援。

②施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？

○条例の基本理念を浸透させることにより、男女共同参画に対する市民意識の高まりが期待できる。
○少子高齢化、経済社会の変化等に対応していくために、男女共同参画社会の必要性を認識していく。
○男女共同参画社会形成の機運が高まり、国の法令等も社会情勢にあった法令に改正されるとともに、事業所においては「ワーク・ライフ・バラン
ス（仕事と生活の調和）」、ポジティブアクションなどの具体的な取組が進められる。
○ＤＶに関する啓発により、被害者の意識の変化、周囲の気づき等により相談件数の増加及び個々に応じた細やかな支援が必要となってくる。

③この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？また、その意見・要望にどう対応するのか？

○男女間の意識の格差がみられることから、男女共同参画の一層の意識啓発が望まれている。
○各種審議会、委員会等における女性の登用率を上げ、市政にもっと女性の意見が反映するように求められている。
○市役所が事業所のモデルとなるように、「女性職員の登用促進」「仕事と家庭等が両立できる職場環境の整備」など男女共同参画の推進が求め
られる。
○男女共同参画の意識醸成は小・中学校からの教育が求められている。
男女共同参画意識の啓発及び中学1年生を対象とした男女共同参画推進の授業を引き続き実施する。各種審議会、委員会等の女性委員の参画
促進計画を基に女性委員の登用を今後も進める。また、市役所がモデル事業所となるように、男女共同参画計画に基づき男女共同参画の推進に
取り組む。

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート２２２２

①この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）

ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

３３３３．．．．施策施策施策施策のののの特性特性特性特性・・・・状況変化状況変化状況変化状況変化・・・・住民意見等住民意見等住民意見等住民意見等

現行の体系でよい

経済性（費用対効果） 妥当な水準である

妥当性（構成事業見直し） ●

● 達成していない

妥当ではない

一部見直しが必要 大幅な見直しが必要

概ね達成

○「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考えに“反対する人”の割合は平成１８年度以降５割を超えているものの、ほぼ横ばいの
状況である。反対する女性の割合は上昇したものの、男性の割合は減少しており、依然として男性の方に固定的性別役割分担意識が
強く残っている。また、就労年齢層の３０、４０歳代において“肯定する人”の割合が上昇しており、就労環境等の変化が要因のひとつで
はないかと考察される。平成２１年度に実施した市民意識調査では、家庭内の日常的な家事の大半は女性の役割となっており、男性の
家事・育児への参画が進んでいない実態がみられる。
○各種審議会・委員会等への女性参画促進対策を策定し、担当課に計画書を提出させることにより女性登用の意識が向上したと思わ
れる。女性の審議会等への参画率は上昇したが目標には達していないため、女性参画促進対策に基づいた参画促進計画の進捗管理
が引き続き必要である。また、委員となる専門的な知識を有した女性の人材が少ないため女性人材リストの拡充が求められている。
○ドメスティック・バイオレンスの周知が進み相談件数も増えてきている。（ＤＶ相談件数：平成２０年度＝１６５件、平成２１年度＝３１８件
平成２２年度＝４３２件）　これは相談窓口が周知されたことや、他機関から家庭児童相談室につながるケースが多くなったことが要因
だと考えられる。「ＤＶ防止法」が改正され市に求められる機能が拡大し、また、複合的な要因を含む相談も増加している。庁内窓口で
のトラブルや２次被害の防止にも注意を払う必要がある。
○DV防止法により、市は基本計画の策定が努力義務となっていることから、県ではDV被害者支援基本計画の施策目標に市の基本計
画策定を掲げており、県から計画策定の働きかけがあっている。市の地域の実情に合わせた、DV防止のための啓発や被害者支援が
求められている。

横ばい 減少している

評評評評
価価価価
理理理理
由由由由

評評評評
　　　　
　　　　
価価価価

達成度（単年度目標） 達成している

● 一部妥当ではない

６６６６．．．．施策施策施策施策のののの現状現状現状現状のののの課題認識課題認識課題認識課題認識

・達成度　：　成果指標Ａ、Bとも目標に達していない。
・妥当性　：　構成事業は、施策目的に対する目的直結度が高く、事務事業の成果向上余地もあるので妥当であると考えられる。
・経済性　：　事務事業のトータルコストは計画策定年度であったにもかかわらず減少したが、啓発事業においては成果が達成できておらず一
部妥当でないとも考えられる。
・必要性　：　市民意向調査では市民ニーズはほぼ横ばいであるが、男女共同参画が社会のあらゆる問題（少子高齢化、まちづくりなど）に関
連するものであり、今後も取組が必要である。

必要性（市民・社会ニーズ） 増加している ●



●次年度方向性の考え方
○固定的性別役割分担意識を是正するための啓発を引き続き行うとともに、地域住民への啓発を主体的に取り組むため、公民館を拠点とした小学校区単位での
男女共同参画の推進体制の整備を行う。
○各種審議会・委員会等への女性参画促進対策に基づき、参画促進計画書の進捗管理を行い女性登用の意識を浸透させる。
　委員となる女性の人材が少ないため女性人材リストを充実させる。
○事業者には仕事と家庭生活等が両立できるよう配慮することについて、啓発を行う。
　また、佐賀市とともに男女共同参画を推進する事業所を協賛事業所として登録し、協働して推進する。
○ドメスティック・バイオレンスについては相談件数が増加・複雑化していることから、ケース会議のこまめな開催等により関係機関との連携を強化していく。
○地域の実情に合ったドメスティック・バイオレンス被害者に対する支援について、関係機関と連絡調整を図り、今後の方針を検討する。

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート３３３３
７７７７．．．．施策施策施策施策のののの課題解決課題解決課題解決課題解決のためのためのためのため今後今後今後今後のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

○「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という固定的性別役割分担意識を是正するための啓発を引き続き行う。
○意識の啓発を行うとともに行動を促すための具体的な施策や取り組みを行う。
○条例で定める分野（市民・事業者・自治組織等・教育に携わる者）ごとに、それにそった啓発や取り組みを行う。
○就労環境の改善に積極的に取り組む事業所の拡充を図る。
○地域住民への啓発を主体的に取り組むため、地域における男女共同参画の推進体制の整備を図る。
○担当課に女性登用の意識を浸透させるため、引き続き女性参画促進対策に基づいた参画促進計画の進捗管理を行う。また、委員となる
女性の人材が少ないため女性人材リストの拡充を図る。
○ドメスティック・バイオレンス防止の啓発を行う。
○ドメスティック・バイオレンス被害者保護のため、関係機関や専門職との連携強化や相談環境の充実を図る。庁内窓口対応でのトラブル
を防止をするため、庁内連携会議や職員研修を実施する。
○DV被害者支援基本計画策定について検討を行う。

大 中 小

大

中

小

８８８８．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの成果優先度成果優先度成果優先度成果優先度（（（（施策成果施策成果施策成果施策成果にににに対対対対するするするする事務事業事務事業事務事業事務事業のののの成果成果成果成果））））

施
策
目
的
に
対
す
る
目
的
直
結
度

男女共同参画社会推進への啓発事業
男女共同参画に関する調査・促進事業

婦人保護相談事業

事務事業の成果向上余地

９９９９．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの次年度次年度次年度次年度のののの方向性方向性方向性方向性

男女共同参画社会推進への啓発事業
男女共同参画に関する調査・促進事業

事
務
事
業
の
成
果

向上

婦人保護相談事業維持

減少

減少 維持 増加

事　務　事　業　の　コ　ス　ト



１０１０１０１０．．．．施策施策施策施策コストコストコストコストのののの実績実績実績実績

単位

本数

千円

千円

千円

円

円

円

１１１１１１１１．．．．経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議でのでのでのでの指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項

　■実績水準総合評価 　■採点結果（経営戦略会議・市民意向調査）
（28点満点）

・18年度評価 17.6 ・実績水準総合評価（28点満点） 16.15

・重要度総合評価（14点満点） 9.63

・19年度評価 18.02 ・今後のコスト水準（10点満点） 5.59

・市の裁量余地の大小（10点満点） 7.00

・20年度評価 17.1

※経営戦略会議調整

・21年度評価 15.76    なし（採点結果どおり）

・22年度評価 16.39 参考：H23方針

成果維持・コスト低下

　■平成２４年度方針

対象（受益者）１単位あたりもしくは市民１人あたりの施策の
⑤事業費（定義式：　　　　　②　　　/                 　　）

同
⑥人件費（定義式：　　　　　③　　　/　               　　）

施策トータル
コスト

①本施策を構成する事務事業の数

②事業費（事務事業の事業費合計）

③人件費

④トータルコスト（②＋③）

平成２２年度実績

3

8,282

3

6,358

129

156

126

162

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート　　　　４４４４

29,788

38,070

35

30,496

36,854

27

平成２１年度実績

34,681

21

平成２０年度実績

3

同
⑦ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ（定義式：　　　　　④　　　/　              　）

項　　目

147

126

4,945

29,736

効率性指標

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト


